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（百万円未満切捨て） 
１．19 年 3月期の連結業績（平成 18 年 4 月 1日～平成 19 年 3月 31 日） 
(1)連結経営成績                              （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％

19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

    65,870   6.2  
62,015  12.8  

3,711  28.1 
2,897  12.9 

3,990   24.6 
3,203   20.4  

     2,305  21.2
1,901  28.9 

 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

自 己 資 本 

当期純利益率 

総 資 産 

経常利益率 

売 上 高 

営業利益率 

  円 銭   円 銭 ％ ％ ％

19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

  57.47  
49.88  

56.76 
45.76 

17.8 
19.9 

7.9 
6.8  

5.6 
4.7 

(参考) 持分法投資損益      19 年 3 月期  32 百万円    18 年 3 月期  76 百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

51,896 
48,986 

14,114 
12,017 

26.8 
24.5 

345.33 
298.96 

(参考) 自己資本      19 年 3 月期   13,919 百万円    18 年 3 月期   －百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

        3,761 
        3,588 

△1,859 
△1,670 

△ 705 
△1,776   

3,632 
2,345  

 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

配当金総額 
(年間) 

配当性向 
（連結） 

純資産 
配当率 
（連結） 

  円 銭  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

18 年 3 月期 
19 年 3 月期 

－  
－  

8.00 
10.00 

8.00 
10.00 

320
403

16.0  
17.4  

3.2 
3.1 

20 年 3 月期 
（予想） 

   －   10.00  10.00 － 17.2 － 

（注）19 年 3 月期期末配当金の内訳 記念配当 2円 00 銭 
 
３．20 年 3月期の連結業績予想（平成 19 年 4月 1日～平成 20 年 3 月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％ 円  銭

中 間 期 
通    期 

34,800  7.2  
70,300  6.7  

 1,700 △7.7 
3,900   5.1 

1,800 △6.6 
4,000   0.3 

1,050  1.7  
2,350  2.0  

26.05 
58.30 
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更   無 
(注)詳細は、17 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数（自己株式を含む） 19 年 3 月期 40,371,554 株 18 年 3 月期 40,115,209 株 
②期末自己株式数  19 年 3 月期      64,066 株 18 年 3 月期     60,774 株 
 (注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、22 ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。 
 
 
(参考)個別業績の概要 
 

１.19 年 3 月期の個別業績(平成 18 年 4月 1日～平成 19 年 3月 31 日) 
(1)個別経営成績                           （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％

19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

49,276    7.6  
45,810   20.2  

3,463   37.6 
2,516  48.1 

3,648   35.2  
2,699  42.9  

2,018  23.2 
1,638  73.6  

 １株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

 円 銭 円 銭

19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

50.33  
42.82  

49.71 
39.28  

(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

47,623   
45,026   

14,725  
13,391  

30.9  
29.7  

365.30 
333.24 

(参考) 自己資本       19 年 3 月期   14,725 百万円      18 年 3 月期     －百万円   
２．20 年 3 月期の個別業績予想（平成 19 年 4月 1日～平成 20年 3 月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

 百万円   ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円   ％  円 銭
中 間 期 
通    期 

25,100  4.5  
51,800  5.1  

 1,450  △13.8
 3,400  △ 1.8

1,500  △15.7
3,500  △ 4.1

890 △9.6 
2,050  1.6 

22.08 
50.86 

 
 
 

 

 

 

 

 

     

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は
今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

  ①当期の経営成績 

当連結会計年度における我が国の経済は、原油・非鉄金属等の素材価格の高騰の影響はあり

ましたが、輸出の伸び等、企業収益の改善を背景にして、安定成長が続いております。 

     世界経済においては、米国では先行き不透明感があるものの、中国を中心にアジア経済は比

較的順調であり、欧州景気も設備投資の回復など内需がけん引し好調に推移しております。 

    当社グループの主力商品であるフォークリフト業界におきましては、国内総需要台数として 

   は前年比２．４％増となりましたが、環境配慮からのバッテリー化の追い風もあり、バッテリ 

ーフォークリフトの前年比伸び率は総需要を上回る４．６％の増加となりました。しかし、同 

業他社との競合や市場価格の下落などの影響もあり、商品価格面では厳しい環境が継続するこ 

とになりました。 

また、物流システム業界においても、活発な企業の設備投資が続いており、大規模な搬送・ 

   保管システムの引合・受注も好調に推移しております。  

    このような経済環境下、当社グループはバッテリーフォークリフト専業の強みを生かした提 

   案営業や業種にあった商品差別化、また、サービス拠点の増設など、営業・サービス一体とな 

った活動を推進し、マーケットシェア拡大に取り組んでまいりました。 

物流システム部門でも、当社の得意とする中型・クリーンルーム向け無人搬送の受注拡大を 

図っており、いずれの事業においても受注面では順調に推移いたしました。 

また、経営管理面では、営業・生産両面での低採算事業の改善活動、海外調達や内製化を含 

   めたコストダウン活動、経費や間接業務を含めた総事業コスト削減に取り組むとともに、顧客 

情報の収集機能強化、品質管理体制の整備等、企業体質の改善の諸施策を更に強化し、企業収 

益重視の経営を推進してまいりました。 

     当連結会計年度の売上高は、産業車両部門の内、国内バッテリーフォークリフトはバッテリ 

ー化の伸展で需要が伸び、前連結会計年度比３％の増収、また、輸出も中国を中心としたアジア 

地域への拡販戦略が功を奏し１４％の増収となり、産業車両部門全体では前連結会計年度比４％ 

の増収となりました。物流システム部門では、大規模システムの投資の伸びもあり前連結会計年 

度比１７％の増収となりました。その他部門は前連結会計年度比４％の減収となりました。 

その結果、売上高合計は６５８億７千万円と前連結会計年度比６％の増収となりました。 

     一方損益面では、物流機器業界での過当競争による販価下落や非鉄金属、原油等の素材価格 

  の高騰がありましたものの売上高の増加に加え、設計段階からのコストダウンや経費の削減等 

  に努めました結果、営業利益は３７億 1千 1百万円（前連結会計年度比２８％増益）、経常利益 

は３９億９千万円（前連結会計年度比２５％増益）、また当期純利益は２３億５百万円（前連結 

会計年度比２１％増益）となりました。 

②次期の見通し 

     わが国の経済情勢は、デフレ脱却の兆しはあるものの物流機器業界においては、依然、価格 

面での厳しい状況が続くものと思われます。また、素材価格の更なる上昇が懸念されますが、

フォークリフト市場は環境問題の高まりからバッテリー化が進行しており、物流コスト削減の 
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顧客ニーズも高く、また、海外では中国を中心にアジア経済は引き続き高い成長が期待されま

す。このような状況下、当社は、法令順守の徹底とともに、特定業種・市場に向けた差別化商

品の投入、海外での販売力強化やコスト競争力・品質管理の強化などの一連の経営方針を遂行

し、また、レンタル販売の増加に対応すると共に、キャッシュ・フローを重視した経営管理を

実施して、経営の迅速化、企画力・実行力の強化など「企業体質の改善」による競争力の強化

に努め、業績向上に邁進する所存であります。 

 

（２）財政状態に関する分析 

  ①資産、負債、純資産の状況 

    当連結会計年度における資産総額は５１８億９千６百万円となり、前連結会計年度より２９

億９百万円増加となりました。これは主に現金及び預金、売上増加による受取手形及び売掛金、

設備投資増加による有形固定資産の増加によるものです。 

負債総額は３７７億８千１百万円となり、前連結会計年度より９億８千７百万円増加となり

ました。これは主に設備投資増加による設備関係支払手形と未払金及び未払費用の増加による

ものです。 

また少数株主持分を除く純資産につきましては、１３９億１千９百万円となり、前連結会計

年度より１９億２百万円増加となりました。これは主として新株予約権の行使による資本金及

び資本準備金の増加と利益剰余金の増加によるものです。 

  ②キャッシュ・フローの状況 

   営業キャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益３５億６百万円、減価償却費２３億２ 

  千３百万円および法人税等の支払 1５億２千２百万円等により３７億６千１百万円の増加（前 

  連結会計年度３５億８千８百万円の増加）となりました。 

    投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出２４億３千万円等に 

より１８億５千９百万円の減少(前連結会計年度１６億７千万円の減少)となりました。 

   財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済９億９千９百万円等により７億５ 

  百万円の減少（前連結会計年度１７億７千６百万円の減少）となりました。 

       以上の結果、当連結会計年度の現金および現金同等物の期末残高は、３６億３千２百万円 

     となり前期末残高に比べ１２億８千６百万円増加いたしました。   

③キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成 16 年 3月期 平成 17 年 3月期 平成 18 年 3月期 平成 19 年 3月期

自己資本比率 13.3％ 15.9％ 24.5％ 26.8％

時価ベースの自己資本比率 27.4 32.5％ 79.6％ 54.4％

キャッシュ・フロー対有利子 

負債比率 
2.6 年 2.7 年 2.3 年 2.1 年

インタレスト・カバレッジ・ 

レシオ 
47.3 倍 48.8 倍 41.8 倍 33.8 倍

    自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 
























































